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1 ．はじめに

　日本は世界に先駆けて超高齢社会を迎えて
いる．2023 年 7 月に発表された最新の資料
によると，2022 年における日本人の平均寿
命は，男性 81.05 年，女性 87.09 年となって
いる（厚生労働省，2023）．長寿社会の到来
は大変喜ばしいことであるが，高齢者の健康
や生活に大きな課題があるのも事実である．
日本のような長寿国において，最も深刻な社
会問題の 1 つがフレイルである．フレイルは
生理的予備能力および各種ストレスに対する
抵抗力の低下や有害事象に対する脆弱性の増
加が特徴とされる（Fried et al. 2001）．なお，
加齢に伴う骨格筋および筋機能の低下を指す
サルコペニアはフレイル，とりわけ身体的フ
レイルの中核的要素として知られている．高
齢者の自立と生活の質を維持するためには，
フレイルあるいはサルコペニアを予防するこ
とが強く求められる．
　厚生労働省は，要支援・要介護認定高齢者
数および介護関連費用の増加を抑制していく
ために，地域が主体となって行う包括的なア
プローチの重要性を提示している（厚生労働
省，2022）．我々の研究グループは，厚生労

働省の推奨に基づいて，包括的な介入プログ
ラム（Comprehensive geriatric intervention 
program: CGIP）を考案した．本アカデミッ
クアワー研究報告では，CGIP の概要と 12 週
間の短期介入効果を紹介する．

2 ．研究対象

　亀岡市は 21 の行政区分で構成されている．
亀岡スタディでは，まずこの 21 地区から無
作為に 10 地区の介入地域を選択した．次に
当該 10 地区を無作為に，CGIP を週 1 回の集
団指導とともに行う地区（教室型介入 5 地区）
と自宅で行う地区（自宅型介入 5 地区）に割
り付けた（図 1）．
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図 1　�亀岡スタディにおける介入地区�
（Watanabe et al. 2020 より改変）
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　我々は，2011 年 7 月に地域住民をベース
とした研究（亀岡スタディ）を立ち上げた．
対象者集団は，京都府亀岡市に在住する高齢
者 19,424 名のうち要介護，要支援の認定を受
けていない 16,474 名であった（Yamada et al. 
2017）．続いて，2012 年 2 月に介入地域在住
の 4,831 名の高齢者に体力測定の案内を郵送
した．このうち合計 1,463 名が体力測定に参
加した．体力測定の結果および CGIP の説明
を受けた後，526 名の高齢者が介入に参加の
意思を示した．この 526 名は居住地域に応じ
て，251 名が教室型介入群に，275 名が自宅型
介入群に設定された（Watanabe et al. 2018）．

3 ．包括的介護予防プログラム（CGIP）

　CGIP は，厚生労働省の推奨を参考に健康
運動指導士，理学療法士，歯科衛生士，管理
栄養士が議論を重ねて作成したものであり，
運動を中心に口腔ケアおよび栄養支援を含め
た複合的な内容で構成された（Watanabe et 
al. 2018）．運動は活動量計を利用した日常の
歩数増加へのはたらきかけ（目標：介入開始
時から 2,500 歩 / 日の増加）と手軽に実施可
能なレジスタンストレーニングとした．レジ
スタンストレーニングプログラムは自体重や
ゴムバンドを負荷として利用する 8 種目（ス
クワット，シングルレッグレイズ，サイドレ
イズ他）を複数セット行う内容であった．な
お，大部分の種目には筋発揮張力維持スロー
法（Tanimoto and Ishii 2006, Watanabe et 
al. 2013, 2015）が適用された．加えて，口腔
機能改善のために歯磨きと口腔ケア体操の実
施を促し，栄養改善へのはたらきかけとして
はバランスの取れた食生活につながる情報提
供を行った．
　我々は，参加の意思を示した 526 名の高齢
者に対して CGIP を 1 年以上（12 週間の短期
介入および 10 ～ 15 ヵ月の継続支援）にわた
り提供した．短期介入における初めの 2 週は，
全参加者（教室型介入群および自宅型介入群）
を対象に 90 分間のレクチャーを開催し（週

に一度，合計 2 回），運動，口腔ケア，栄養
についての情報を提供するとともに CGIP の
実施方法を説明した．なお，運動についての
内容は研究グループが，口腔ケアや栄養に関
連した内容は歯科衛生士ならびに栄養士がそ
れぞれ担当した．さらに，全参加者に 3 つの
エクササイズツール（3 軸加速度計内蔵活動
量計，500g のアンクルウエイト 1 セット，ゴ
ムバンド）および自己管理用の日誌が提供さ
れた．参加者は毎日の歩数，レジスタンスト
レーニングおよび口腔ケアの実施状況（行っ
た / 行わなかった），食事内容を日誌に記録
するように指示された．
　介入期間の第 3 週以降，教室型介入群は毎
週 90 分間の集団指導セッションに参加し，
その他の日には自身でプログラムを実施する
よう指示された．一方，自宅型介入群は CGIP
に関する説明がなされるだけで，自宅で各自
プログラムを実施した．なお，介入期間の第
5 週と第 6 週の間に，自宅型介入群にはプロ
グラムの確認のための自由参加セッションが
設定された．2 つの介入様式の違いは，教室
型における第 3 週目以降，週 1 度開催される
集団指導セッションだけであった．
　レクチャーおよびセッションはすべて亀岡
市内各地域のコミュニティセンター等で開催
された（10 地区の 11 会場）．健康運動指導士，
NSCA（National Strength and Conditioning 
Association）認定のストレングス & コンディ
ショニングスペシャリスト，理学療法士を含
む我々の研究グループの 6 名がすべてのレク
チャー，教室型介入における毎週のセッショ
ン，自宅型介入における自由参加セッション
を管理，運営した．また，地域住民ボランティ
アがレクチャーや各セッションの運営を支援
した．レクチャーおよび各セッションの参加
者数は 6 ～ 30 名の範囲であった．参加者に
は痛みや問題がある場合，プログラムを実施
しないように伝えた．
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4 ．結果

　介入に参加の意思を表明した 526 名の高齢
者のうち，517 名（教室型 243 名，自宅型 274
名）が解析に組み入れられた．なお，9 名（教
室型 8 名，自宅型 1 名）は介入前の身体機能
測定に参加していなかったため，除外した．
　表 1 に両群参加者の身体的特徴ならびに
CGIP への参加状況を示した（Watanabe et 
al. 2020）．両群の男女比に有意な群間差は観
察されなかった．両介入様式における初回お
よび 2 回目のレクチャー出席率の中央値はと
もに 100％であった．教室型では，2 回のレ
クチャーを含む毎週のセッション出席率の中
央値は 90.9％であった．自宅型では，69.0％
の参加者が介入第 5 週または第 6 週に行われ
た任意参加のセッションに出席した．介入期
間中の日誌返却率の中央値は，教室型で
100％，自宅型で 100％であった．なお，返
却率に有意な群間差は認められなかった．
　習慣の変化として日常の歩数を評価した．
1 日当たりの歩数において，有意な交互作用

（群×時間）が観察された（Watanabe et al. 
2020）．12 週間の介入後，両介入様式とも 1
日当たりの平均歩数は有意に増加したが，教
室型の増加は自宅型よりも有意に高値であっ
た（教室型自 1,318 歩増加；自宅型 692 歩増
加）．
　骨格筋量の評価項目として大腿前部筋組織
厚を評価した．分析の結果，有意な交互作用
が認められなかったが，有意な時間の主効果

が観察された（図 2）．主要な身体機能とし
て等尺性膝伸展筋力，5 回椅子立ち上がり時
間，通常歩行速度を評価したところ，膝伸展
筋力において有意な交互作用（群×時間）が
観察された．事後検定の結果，両群ともに有
意な機能向上が認められるものの，教室型で
より大きな改善が確認された（図 2）．他の 2
項目については，有意な時間の主効果が観察
された（図 2）．

5 ．今後の展望

　得られた結果を総合すると，高齢者が自宅
でも取り組めるような汎用性の高いプログラ
ムにおいても，一定のトレーニング効果を引
き出すことが可能と考えられる．加えて，比
較的低コストで展開可能な自宅型介入におい
ても，教室型と同様の効果が得られた意義は
大きい．この結果は，適切な情報提供とプロ
グラムの継続をサポートする工夫（日誌のや

表 1　�両群の参加者特性とプログラム実施の�
遵守率（Watanabe et al. 2020 より改変）

BMI：Body mass index

図 2　�両群の大腿前部筋組織厚および各種身体
機能の変化（Watanabe et al. 2020 より
改変）

＊：介入前との比較（p ＜ 0.05）　†：群間の比較（p ＜ 0.05）
注）各評価項目の変化率をグラフ内に表示した．
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り取りなど）によって，地域在住高齢者の骨
格筋量の増加および身体機能の改善，すなわ
ちサルコペニアの予防，改善を達成し得るこ
とを示している．現実的に運用可能な介護予
防プログラムを広く地域に展開し，多くの高
齢者に普及することが強く求められる．こう
いった取り組みは介護予防ひいては健康寿命
延伸につながると考えられる．
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